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Abstract
With mounting social challenges in various areas, such as population issues, impact of 

new technologies, and widening wealth gap, social innovation is expected to play a more 
important role in our society. However, research on social innovation is still in an early stage.  
Among the different regions in the world, Europe has been accelerating its social innovation 
research activities, with large scale EU-funded research projects which took place in the 
2010s.

Given such background, this paper aims to examine the difference in the features of 
initiatives that are considered social innovation by Japanese academia and those mainly 
in Europe, as a preliminary research to understand the current status and future research 
agenda for the social innovation research and practice in Japan. In order to do so, 38 
initiatives from Japanese academic papers on social innovations are compared to the result 
of SI-DRIVE Global Mapping, a part of the largest EU-funded social innovation research 
project up to date.  

The findings indicate that the Japanese initiatives tend to be smaller in scale and focus 
more on community development in narrower geographic areas. Some similarities include: 
initiatives are triggered mainly by private sectors, supplemented by support from the public 
sector, with limited contribution by the academic sector.
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1．研究の背景と目的

人口減少問題、新たな技術の到来、経済格差の拡大など、様々な社会課題が深刻化する中、
新たな社会的な事業や仕組みを創造することによって課題を解決するソーシャルイノベー
ション（以降、SI）への関心が日本においても高まっている。この傾向は、欧州においては
一層強く、欧州でのソーシャルイノベーション研究は 2010 年代に入ってから加速している。
その背景には、2000 年に欧州理事会において打ち出された EU の経済・社会政策であるリ
スボン戦略の失敗や 2008 年から 2009 年にかけての金融危機の影響があること（Domanski 
2018:117）に加え、移民難民の増加などが関係していると考えられる 。このような社会環
境の変化の結果、「経済成長が雇用と富を生み貧困問題が解決に向かうという、長く信じられ
ていたことが真実ではないということが明らかになった。市民のためだけでなく、市民と共
に、人々が貧困から脱け出し成長と幸福を促進するための新しい方法を試す時代的な要請が
生まれた（BEPA 2010:7）」のである。

SI による社会変化を推し進めるため、EU は SI の大型研究プロジェクトへの資金供与を行
なっている。その中には、欧州域内はもとより、北米や東南アジアの研究者らも交えた大規
模な研究プロジェクトもあるが、日本の SI 研究は、それらのプロジェクトとの接続がほとん
どない（青尾 2018）。

そこで、本研究では、最近の欧州での SI 研究への接続を図るための予備的調査として、
EU が資金を拠出した大規模研究プロジェクトの一つである ‘Social Innovation: Driving Force 
of Social Change’ （以下、SI-DRIVE）の Global Mapping の結果と、日本の SI 研究の対象と
なっている SI 事例の比較を行い、その特徴を明らかにすることを目的とする。SI の取り組み
は、法人形態や企業規模など一律の指標で抽出することが難しく、その全体像を把握するこ
とは簡単ではない。SI-DRIVE Global Mappingは、方法論的には後述の通り限界があるものの、
コンソーシアム・メンバーによる事例抽出とアンケートにより SI の取り組みの俯瞰図を得よ
うとした貴重な試みである。SI-DRIVE のような海外調査と比較をし、日本の SI 事例の特徴
を明らかにすることは、日本の SI 研究で必要とされる研究課題を明らかにする基礎的調査と
しても重要である。

2．研究の方法と対象
比較対象とする欧州の SI 研究については、SI-DRIVE を取り上げる。SI-DRIVE は、EU が

2009 年に戦略的成長戦略の一つのテーマとして SI を取り上げて以来、予算規模において
もその研究対象の範囲においても最大の研究プロジェクトである。欧州の事例が大半を占
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めるが、欧州域内に留まらず、米州、豪州、アフリカ、アジア 1）などの事例も含まれてお
り、世界の SI の状況を反映する内容となっている（図表 1）。事例の選択は、多様な政策
分野と地域を反映するように、SI-DRIVE のコンソーシアム参加者が行った 2）（Howaldt et al. 
2016:11）。調査対象へのデータ収集は 2015 年にオンライン・アンケートで実施された。そ
の調査結果は、Howaldt et al. （2016）として公開されている。

図表１：SI-DRIVE の事例の地域別分散
国 事例数

西ヨーロッパ 332

北ヨーロッパ 114

南ヨーロッパ 108

東ヨーロッパ 84

ロシア 37

アフリカ 76

西アジア 20

東南アジア 92

豪州 9

北アメリカ 34

ラテンアメリカ 52

未回答 47

　合計 1,005

出典：Howaldt et al. （2016:19）を元に筆者作成

日本の SI 事例選定については、SI-DRIVE の事例選定プロセスを擬似的に実践するために、
日本の研究者が SI として取り上げた事例を対象とした。その抽出にあたっては、先ず、CiNii

1）  アジアでは、インドとタイ、中国が対象となっている。日本は対象となっていない。
2）  SI-DRIVE の定義に基づき事例を選択することになっているが、参加者の SI の理解や公開情報
の内容などにより事例に偏りが生じている可能性を SI-DRIVE 自身が指摘している。（Howaldt et al. 
2016:11）
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のデータベースで 2019 年 1 月 1 日時点で「ソーシャル・イノベーション 3）」「社会イノベー
ション」をキーワードとして検索を行い、論文のタイトルまたはキーワードに「ソーシャル・
イノベーション」または「社会イノベーション」が含まれる論文および研究ノート、事例研
究を対象とした 4）。さらに、その中で具体的な事例を取り上げている論文数は33であった 5）。
本研究では、それらの論文で対象となっている 38 事例を調査対象とし、SI-DRIVE Global 
Mapping と同様の項目に対し公開情報に基づきデータを収集した。回答にあたっては、筆者
らが相互に内容を確認した。また、公開情報から判断することが困難な場合には、無回答と
して扱った。

3．SI-DRIVE の位置付けと SI-DRIVE Global Mapping 概要

（１）EUの SI 研究における SI-DRIVE の位置付け
EU はその成長戦略である EU2020 Strategy において、「SI を開発するプログラムの開発・

実施」を政策目標の一つとして 2010 年に取り入れた（European Commission 2010:19）。
その背景には、「貧困と社会的排除への対策」の政策目標を実現するために、疎外されがちな
人びとへの教育、訓練、雇用の創出、障害者や移民の社会的包摂を促す手段としての SI への
期待がある。その結果、EU 各国の大学を中心とする SI 研究に、大規模な資金が投入される
ようになった。

SI-DRIVE 以外の代表的プロジェクトとしては、デンマーク工科研究院、英ヤング財団等
による ‘TEPSIE（Theoretical, Empirical and Policy Foundations for Social innovation in 
Europe）’、エラスムス大学等による ‘TRANSIT（Transformative Social Innovation Theory）’、
英オックスフォード大学等による ‘CrESSI（Creating Economic Space for Social Innovation）’
などがある。これらのプロジェクトはすでに終了し、現在は SIC（Social Innovation 
Community）がネットワーキングや研究成果の公表を行なっている6）。先述の通り、SI-DRIVE
はこれらのプロジェクトの中でも最大の研究資金を得て実施されたプロジェクトである。

SI-DRIVE が実施されたのは、2014 年 1 月から 2017 年 12 月である。プロジェクト総額
は 622 万ユーロであり、その内 487 万ユーロの資金を EU から受けた。ドイツのドルトムン

3）  本論文中では、「ソーシャルイノベーション」と「ソーシャル・イノベーション」は同じと捉え、
表現は「ソーシャル・イノベーション」で統一する。
4）  学会発表予稿や事例報告は対象外とした。また、「Social Innovation」の日本語訳は「社会変革」
であるが、「社会変革」にはイノベーションとの関係が明らかではない「Social Change」が含まれる
可能性があるため、今回は検索キーワードからは除外した。「ソーシャルビジネス」や「ソーシャルファー
ム」「ソーシャルエンタープライズ」などの「ソーシャルイノベーション」と関連するキーワードにつ
いても、イノベーションとの関係を単純に判定できないため、今回は検索対象から除外した。
5）  対象となった論文については、文末の附表にまとめた。
6）  これらの研究プロジェクトの位置付けや特徴については、青尾（2018）が概要をまとめている。
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ト工科大学がコーディネーターを務め、25 団体が参加した（European Commission 2018）。
その内訳は、14 団体が EU 域内 11 カ国から、残りの 11 団体は域外から参加する国際的な
プロジェクトであった 7）。

（２）SI-DRIVE の概要
① SI-DRIVE の構成

SI-DRIVE は、３段階で構成される研究プロジェクトである（European Commission 
2018）。第一段階では、SI 理論とその研究方法について網羅的な調査が行われた（図表２）。
その結果は、Howaldt らにより ‘Theoretical Approaches to Social Innovation - A Critical 
Literature Review’（Howaldt et al. 2014）として発表されている。第二段階では、さらに二
段階からなる事例のマッピングプロジェクトが行われた。最初の段階である Global Mapping
では、1,005 の世界のソーシャル・イノベーション事例のテーマ、セクター、文化的背景
などを調べ、分類をした。その結果に基づき、第二段階では７つの政策分野の 82 事例が選
ばれた。本研究では、この前半部分である Global Mapping を比較対象とする。第三段階で 
は、第二段階で選ばれた事例の詳細調査を実施した。さらに、７つの政策分野及び同時に取
り組んでいるテーマと将来への影響を分析するために、ステークホルダーによる対話を実施
した。

図表２：SI-Drive の研究プロセス
出典：Howaldt et al. （2016:7） を元に筆者作成

このような研究デザインの背景には、以下のような研究の目的がある（European 
Commission 2018）。

7）  EU 加盟国以外に米州や東南アジアからも参加しており、グローバルなプロジェクトとなっている
が、アジアからの参加はインドと中国のみであり、パートナーの所在により、事例の分布にも偏りが
あるという批判もある（青尾 2018:108）。
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・SI の特徴や影響を明らかにすることで、新たなイノベーションのパラダイムを築く。イノ
ベーションとしての SI の理論的実証的基礎を強化する。

・ヨーロッパ及び世界の SI 事例をマッピングし分析することで、SI の取り組みがその効果を
十分に発揮し社会変革を促進することに貢献する。

・７つの政策領域における SI の成功要因を発見・評価することで、Europe2020 の目標や持
続可能な開発（例えば、SDGs）の実現に向けて SI の取り組みが進む。

・未来志向の政策主導の研究を実施し、SI に対する障害と促進要因を分析し、政策介入のア
プローチ（政策提言）を開発する。

このような目的が設定された背景としては、これまでの SI 研究が社会起業家研究に偏って
おり、SI のより網羅的な概念や社会革新との関係について十分研究されてこなかったという
認識がある（Howaldt et al. 2017:108）。

（３）SI-DRIVE Global Mapping の調査概要
今回取り上げる Global Mapping は、SI-DRIVE の第二段階の一部である。Global Mapping

は定量調査、続く 82 の事例調査が定性調査という位置付けである。ここでは、Global 
Mapping の調査概要についてまとめる。

SI-DRIVE では、調査対象となる SI を「新しい社会実践」と呼んでいる（Howaldt et al. 
2016:9）。その定義は、「社会で受容され（一部または広く）社会または一部の社会領域に普
及している、現行の実践で可能な範囲を超えてニーズを満たし課題に応え、最終的には新た
な社会実践として確立し制度化されることをゴールとして意図的に目標設定がされ、特定の
アクターやアクターの集団によって引き起こされた、特定の分野や社会的文脈における社会
実践の新たな結合や構造」である。すなわち、社会課題や社会的要求に対し、現行を超える
解決を提供し、いずれは新しい社会実践として定着することを意図した実践である。

対象となる事例については、マクロ実践である政策、単独の具体的な実践である「プロジェ
クト / イニシアチブ」に分類される。事例の選定に当たっては、上記の SI 定義に従って各地
域の専門家が選択したが、定義の解釈の違いによる偏りが生じている可能性がある。その点
については、定性調査との組み合わせにより、研究段階を追って信頼性や有効性が高まると
指摘している（Howaldt et al. 2016:12）。このようなサンプル選定の難しさが SI の全体像を
捉えることを難しくしていることは先述の通りである。

マッピングは、５つの理論的な側面において行われた。５つの側面とは、以下の通りである。
1．コンセプトとその理解
2．対象となっている社会的需要や社会課題（該当する場合は、システム変革）
3．能力形成、エンパワメント、矛盾や対立などを含む資源や能力や制約
4． 社会変革や開発のためのガバナンス、ネットワーキング、アクター（その機能や役割

やセクター）
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5． プロセス・ダイナミクスの段階 （主に、普及のメカニズム、模倣や社会的学習、社会変
革への関係など）

これ以外には、該当する政策分野や同時に取り組んでいるテーマ等についても調査が行わ
れた。

4．SI-DRIVE の調査結果と日本の SI 事例との比較
次に、SI-Drive の調査結果と日本の事例についての調査結果を項目ごとにまとめ、比較する。

（１）取り組み分野
SI-DRIVE は、世界で共通して取り組まれている社会的要求や課題として、人口問題、高

齢化社会、社会的包摂や結合、貧困問題、エネルギーや輸送を含む環境問題を挙げている
（Howaldt et al. 2016）。その調査結果に従い、大きく７つの実践・政策分野を掲げ、各事例
がどの分野に取り組んでいるかを整理した。同様の方法で、日本の事例についても取り組み
分野を整理した。基本的には同７分野に従って分類したが、判断が難しい事例については「そ
の他」に分類した（図表３）。

合計の取り組み比率については、SI-DRIVE では「貧困撲滅と持続可能な開発」「教育と生
涯学習」「雇用」の３分野が 40％を超える高い比率となった。それに、「医療・公的サービス」
と「環境と気候変動」が 30％で前後で続いた。日本については、「雇用」が特に高い比率となっ
ており、それに「教育と生涯学習」が 30％台で続き、その後は「環境と気候変動」と「医療・
公的サービス」が 10％台で続く。日本の SI 研究については、地域（商店街なども含む）活
性化に関連した事例を取り上げたものが多いが、このような地域経済の活性化活動を「雇用」
に分類したことが、日本の「雇用」比率の高さに繋がっている。

SI-DRIVE との大きな差が認められるのは「貧困撲滅と持続可能な開発」だが、地域別の結
果を参照すると、同比率の高さは「EU 以外」と「南欧」での比率の高さ（各 30％弱）によ
るところが大きい（Howaldt et al. 2016:45）。この要素を除くと、「教育と生涯学習」「雇用」
が最も多くの取り組みがなされている分野であり、それに「医療・公的サービス」や「環境
と気候変動」が続くという傾向は日本とも共通である。
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図表３：取り組み分野
（％、複数回答可）

SI-DRIVE 日本

重要性１ 重要性２ 重要性３ 合計 重要性１ 重要性２ 合計

教育と生涯学習 21.0 16.0 12.6 49.6 23.7 12.8 36.5

雇用 13.7 18.6 9.1 41.4 34.2 15.4 49.6

環境と気候変動 9.5 14.8 5.6 29.9 15.8 2.6 18.4

エネルギー供給 8.0 0.8 1.1 9.9 5.3 2.6 7.9

交通とモビリティ 12.7 2.2 0.7 15.6 0.0 5.1 5.1

医療・公的介護サービス 15.3 10.2 6.6 32.1 10.5 0.0 10.5

貧困撲滅と持続可能な開発 18.2 13.1 19.8 51.1 0.0 0.0 0.0

その他 7.9 0.0 7.9
SI DRIVE N=1,005 、日本 N=38

出典：SI-DRIVE については Howaldt et al. （2016：21）を参照し、筆者作成

SI-DRIVE 調査では、取り組み分野は優先順位をつけた複数回答となっており、図表 4 では、
矢印の元が最優先課題、その先が第２位以下の課題として図示されている。複数の課題に取
り組む事例が多く、一つの課題が他の課題に関連していることも多い。特に、「教育と生涯学
習」と「雇用」や、「雇用」と「貧困撲滅と持続可能な開発」、「エネルギー供給」と「環境と
気候変動」、「環境と気候変動」と「貧困撲滅と持続可能な開発」の関係が深い。

日本についても、公開情報で判断できる範囲において、優先順位をつけた。その結果、「教
育と生涯学習」と「雇用」には密接な関係があり、38 事例のうち 10 事例は両者に取り組ん
でいることが明らかになった。また、「環境と気候変動」と「交通とモビリティ」両者に取り
組む事例も２つあった。
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図表 4：SI-DRIVE 取り組み分野の相互関係

出典： Howaldt et al. （2016:22）を参照し、筆者作成

（２）同時に取り組んでいるテーマ
SI の取り組みは、各実践・政策分野での目標以外に、その実践を通して他の社会的に望ま

しい変化の実現にも取り組んでいることが多い。SI-DRIVE では、それらのテーマを「同時に
取り組むテーマ」として調査している（図表５）。日本の事例についても、SI-DRIVE でのテー
マ区分を用いて公開情報に基づく範囲で区分を試みた。

取り組み比率の水準としては、SI-DRIVE 調査対象の方が総じて高いが、「エンパワメント」
「人的資源 / 知識」「社会起業家精神 / 経済 / 企業」への取り組みが他のテーマと比較して多
い傾向は共通であった。これは、人材育成やエンパワメントを必要とする貧困撲滅や雇用、
教育などの課題が取り組み分野として多いことを反映していると考えられる。一方、日本で
は、公開情報で判断できるレベルで「ICT とソーシャルメディア」や「ジェンダー / 平等 /
多様性」について積極的に取り組んでいる事例は少なかった。ICT やソーシャルメディアに
ついては、すでに多くの事例で取り組み済みであるためにテーマとして掲げていないことが
理由であると考えられる。
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図表５：同時に取り組んでいるテーマ
SI-DRIVE 日本

エンパワメント 62.5% 32.1%

人的資源 / 知識 53.2% 26.4%

社会起業家精神 / 経済 / 企業 42.1% 24.5%

ICT とソーシャルメディア 34.1% 1.9%

ジェンダー / 平等 / 多様性 32.9% 1.9%

ガバナンス 19.0% 3.8%

人口の変化 17.4% 5.7%

移住 10.9% 0.0%

その他 5.7% 3.8%
N=2,647（総回答数）   　N=53（総回答数）

出典： SI-DRIVE については Howaldt et al. （2016:32）を参照し、筆者作成

（３）課題がターゲットとする社会レベル
事例がターゲットとする社会レベルについては、SI-DRIVE の結果と日本の調査結果とで同

様の傾向が見られた（図表 6a,6b）。具体的で身近な社会的要求に対応している事例が最も多
く、SI-DRIVE では 71％、日本では 63% となった。次に多いのは、社会課題に取り組んでい
る事例で、SI-DRIVE では 60％、日本では 40％となった。一方で、システム変革を目標とし
ている事例は、SI-DRIVE では 32％、日本では 19% と最も少ない。中でも、日本ではシステ
ム変革だけに焦点を絞っている事例はなかった。これは、SI-DRIVE では事例により多くの政
策的取り組みが含まれていた可能性がある一方で、日本では自治体の政策的取り組みは含ま
れているが、その取り組み範囲が限られており、システム変革には該当しなかったことが理
由だと考えられる。

SI-DRIVE では地域（北欧、西欧、東欧、南欧、その他）ごとの内訳も公表している（Howaldt 
et al. 2016:48）。社会的要求での地域的なばらつきが比較的小さいのに比べ（南欧の 82％が
最高、西欧の 63％が最低）、システム変革では最も高かった北欧が 68％だったのに対し、そ
れ以外の地域はどこも 45％（最も低かった西欧が 19％）と、北欧でシステム変革を目標と
した取り組みが多い傾向が認められた。

SI-DRIVE では更に、分野ごとにどの社会レベルに取り組んでいるかも明らかにしている。
調査結果では、取り組む社会レベルについては、実践分野による違いも明らかになった。こ
れは、分野により、有効な目標達成のために取り組むべき社会レベルが異なることが背景に
あると考えらえれる。この傾向は、SI-DRIVE の調査では、「医療・公的介護サービス」や「貧
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困撲滅と持続可能な開発」では、社会的要求レベルでの取り組みが多かったこと（各 83％、
78％）、「環境と気候変動」と「エネルギー供給」では社会課題が多かったこと（各 72％、
87％）、「教育と生涯学習」や「環境と気候変動」（各 48％、46％）ではシステム変革での取
り組みが比較的多かった一方で、「雇用」や「交通とモビリティ」「エネルギー供給」が少な
かったこと（各 19％、20％、25％）に現れている（Howaldt et al. 2016:43）。日本の調査
で社会的要求が多くなっているのも、事例に多くの地域活性化プロジェクトが含まれており、
それぞれの地域での具体的な課題に取り組んでいることの反映だと考えられる。

図表６a:　取り組む社会レベル（SI-DRIVE）

出典： Howaldt et al.（2016:43）を元に筆者作成

図表６b:　取り組む社会レベル（日本）
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（４）ソーシャルイノベーションへの参画者とその役割
SI の特徴の一つは、参画者の多様性である。SI-DRIVE では、各取り組みの社員数、ボラン

ティア数、パートナー団体数など詳細な定量調査を実施しているが、日本の取り組みについ
ては公開情報が限られているため、具体的な人数や団体数の定量調査はできなかった。しか
し、参画団体の種類については公開情報の範囲でまとめた。

SI-DRIVE の結果では、NPO・NGO の参画が 46％と最も多く、それに公的セクターと民間
企業が続いた（図表 7）。Howaldt et al.（2016）は、予想に反して、社会企業が少なかったこと、
トリプルヘリックスに見られるような従来のイノベーションプロセスでは大学や研究機関が
非常に重要な役割を担っていたが、ソーシャルイノベーションではアカデミア（大学等）の
参画が限られていることも指摘している。

日本については、公的セクターの関わりが最も多く、それに続いて民間セクターが多く、
次に市民団体、NPO/NGO、財団が続いた。公的セクターの比率が高いのは、多くのプロジェ
クトで自治体などがパートナーとして参画しているためである。一方で、大学や研究機関の
参加は SI-DRIVE と同様の 15% 程度となった。これは、研究対象となった事例に大学教員が
取り組んだ事例が含まれていることが影響しているためだと考えられる。

図表７：ソーシャルイノベーションの参画者
セクター区分 SI-DRIVE 日本

民間セクター 　 26.9%

　　　民間企業 37.1%
　

　　　社会企業 12.5%

公的セクター 45.5% 31.8%

市民団体、NPO/NGO、財団 　 22.7%

　　　NPO/NGO 46.4%
　

      財団・基金 13.9%

大学や研究機関 15.2% 15.2%

官民連携（PPP） 6.5% 0.0%

個人 13.9% 3.0%

その他 9.9% 0.0%

 （複数回答可、総回答数） N=3,007 N=66 
出典： SI-DRIVE については Howaldt et al. （2016:31）を元に筆者作成
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（５）SI が始まるきっかけ
SIの取り組みの生成発展過程は、SI研究の重要なテーマである。SIの取り組みが始まるきっ

かけについて、SI-DRIVE においては、「社会課題への対応」と「身近な社会的要求への対応」
が６割ほどを占め、過半できっかけとなっていた（図表８）。一方で、アイデアや新技術は
ともに 20％台に留まった。この点について、SI-DRIVE は、技術的革新の創出プロセスでは、
アイデアや新技術がより頻繁にきっかけとなっている点が大きな違いであると指摘している。

日本においては、「身近な社会的要求への対応」が最も多くなった。これは、地域活性化な
どの取り組みが多く取り上げられている影響によると考えられる。次いで、「社会課題への
対応」が 40％を占め、これら２つがほぼ全てを占めた。具体的な課題解決が取り組みのきっ
かけとなっていることは SI-DRIVE と同様であり、このような課題先導型プロセスは SI の特
徴と考えられる。

図表 8：取り組みのきっかけ
（複数回答可）

きっかけ SI-DRIVE 日本

社会課題への対応 61.9% 40.0%

身近な社会的要求への対応 61.2% 65.7%

インスピレーションが湧くような新しいアイデアや発明 28.1% 5.7%

新技術 23.0% 5.7%

政策インセンティブ 17.7% 0.0%

社会運動 15.1% 0.0%

その他 6.3% 2.9%
N=979　　　　N=35

出典：SI-DRIVE については Howaldt et al. （2016:41）を参照して筆者作成
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（６）SI の推進役
次に、SI の取り組み開始後の推進役についての調査をまとめる。SI-DRIVE では、重要性の

順位とともに調査をしているが、合計においても最も重要性の高い「重要性１」においても、
「個人や個別のグループやネットワーク」が主であった（図表９）。これは、公的なイノベーショ
ンプログラムにSIが含まれていないことも要因であると考えられる。また、技術的なイノベー
ションの場合とは異なり、科学や研究は、きっかけや推進役としては極めて限定的な役割し
か果たしていないことも明らかになった。

図表 9：取り組みの推進役
個人、
ネット
ワーク、
グルー

プ

イノ
ベー

ティブ
な環境

ICT
グロー
バリ
ゼー

ション
競争力 団結 /

連帯
ガバナ
ンスと  
政治

規制 財源

SI-DRIVE

重要性１ 44.6% 9.9% 8.1% 0.7% 3.6% 9.6% 8.0% 1.2% 5.4%

重要性２ 18.4% 19.2% 7.8% 1.6% 4.2% 13.4% 9.2% 1.1% 6.9%

重要性３ 12.10% 9.70% 5.20% 3.10% 4.40% 10.00% 9.10% 2.50% 9.10%

合計 75.1% 38.8% 21.1% 5.4% 12.2% 33.0% 26.3% 4.8% 21.4%

日本 88.6% 5.7% 5.7% 5.7% 14.3% 5.7% 8.6% 0.0% 17.1%

SI-DRIVE: N=1,005　日本：N ＝ 35
出典：SI-DRIVE については Howaldt et al. （2016:69）を参照して筆者作成

日本においては、SI-DRIVE にも増して、「個人、ネットワーク、グループ」への依存が高い。
前項の回答も考慮すると、目の前の社会的要求に対し、個人やネットワーク、グループが動
き始めるボトムアップな取り組みから多くの日本の SI が始まっている状況が見えてくる。
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（８）スケーリングのメカニズム
SI-DRIVE では、プロジェクトのスケーリングについて、その方法や地理的拡大範囲につい

ての調査を行なっている。日本の事例については、公開情報からスケーリング方法について
判断することは難しい場合が多かったため、同項目は本調査では集計項目から除外した。ス
ケーリング方法について、SI-DRIVE の結果では「ターゲット・グループの増加」（70％）、「ネッ
トワークの拡大」（約 50％）などの比率が高かった。この調査結果から、「他のヘリックス
との関係構築の結果、ソーシャルイノベーションのアップスケーリングが実現する（Dhondt 
and Oeij 2014:140）」ことが検証されたとしている。

一方で、スケールしたとは言え、その地理的範囲は限られていることも明らかになった。
SI-DRIVE では、SI の移転の範囲として「ローカル（市町村やその近隣）」に留まるものが
41％、「リジョナル（州、都道府県や地方内）」が 33％となり、国内でのスケールが大半と
いう結果となった。日本については、その傾向がより顕著に現れた。「ローカル」の取り組み
が 65％となり、「リジョナル」と「国内」が 23%、「海外」については 10％という結果になっ
た。日本の場合、本研究の調査対象となったのは、地域活性化を目的として、当初から特定
の地域で展開することを目標としている取り組みが多いことが影響していると考えられる。

図表 10：移転の地理的範囲

SI-DRIVE: N=587、日本：N ＝ 31
出典：SI-DRIVE については Howaldt et al.（2016:130）を参照して筆者作成

関連して、SI-DRIVE では、移転の仕組みについても調査している（Howaldt et al. 
2016:130）。その結果、移転の仕組みとして最も多かったのは、「プロジェクトパートナー
による移転」（53％）であった。残りの半分は、外部のパートナーによる移転となった。
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（９）模倣による普及
SI-DRIVE では、個別のイノベーション事例の実践の普及結果にとどまらず、より広範囲の

SI の普及過程を理解する試みを行なっている。そのための項目の一つが、発明と模倣の進化
的な相互作用に関する質問である。プロジェクトの新規性と修正・改良の程度などについて
質問をしている。

SI-DRIVE では、約半数の回答者が新規の解決法を実践し、それと同程度の回答者が他のプ
ロジェクトやイニシアチブの解決法の模倣や採用をしていることが明らかになった。この点
においては、日本についても同様の傾向が確認されたが、日本においては、特に「他の解決
方法を適度に修正・改良したもの」が高く、「他の解決方法を大幅に修正・改良したもの」が
少ない点が特徴的である。

図表 11：解決方法のイノベーションの側面からの特徴

SI-DRIVE: N=981、日本：N ＝ 38
出典：SI-DRIVE については Howaldt et al. （2016:25）を参照して筆者作成
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（10）活動の財源
活動の継続や発展には財源が欠かせない。この点についても SI-DRIVE では調査を実施し

ている（図表 12a）。その結果、主な調達源は内部資金であること、公的資金はそれを補う役
割を負っていることが明らかになった。種々の寄付の貢献も大きい。

また、資金源が分散しているが、それについては、意図したリスク分散というよりは、
資金調達のできるところを探し求めて行った結果であろうと推測している（Howaldt et al. 
2016:67）。

図表 12a：活動の財源 SI-DRIVE

出典：Howaldt et al.（2016:64）を参照して筆者作成

資金源について、日本では中項目（内部資金、公的資金、市民からの資金、収益事業）で
集計を行なった（図表 12b）ために、SI-DRIVE との数字自体の比較はできない。しかし、内
部資金が多い点は共通であった。相違点としては、日本では収益事業からの収入を得ている
取り組みも内部資金と同数あった点が挙げられる。これは取り組み内容の違いや、寄付文化
の違いなどによると考えられる。

図表 12b：活動の財源 日本
内部資金 公的資金 市民からの資金 収益事業

66.7% 42.4% 27.3% 63.6%
N=33
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関連する調査として、SI-DRIVE では活動が抱える困難や課題についてのアンケートも行っ
た。その結果、51.7％が資金調達を課題として挙げていた。日本については、公開情報に
基づく判断が難しいため、課題についての調査は実施しなかった。しかし、内部資金や収益
事業を財源とする活動が多いとしても、同比率と金額が相関する訳ではないことや、持続可
能な活動のための NPO 等の資金調達の難しさについては従来から指摘されている（例えば、
馬場、山内　2011）ことを考慮すると、日本の SI についても同様の課題を抱えている可能
性は高い。

5．考察
本研究では、SI の全体像を把握することの難しさが、より社会に資する SI 研究実践のため

の課題であるとの問題意識のもと、EU によるグローバルな SI の大規模調査である SI-DRIVE
を参考にし、日本の SI 事例を網羅的に調査することを試み、SI-DRIVE の結果と比較した。
本調査は公開情報に基づいて行われたため、SI-DRIVE Global Mapping の全調査項目に対し
て調査することはできなかった。しかし、SI-DRIVE の調査結果と日本の事例のいくつかの共
通する傾向と相違点が明らかになった。

まず、取り組み分野については、「貧困撲滅と持続可能な開発」を除けば、「教育と生涯学習」
や「雇用」が重要な取り組み分野である点は共通した。これは、技術の発達や経済のグロー
バル化、健康寿命の長期化などの要素により、先進国において、これらの課題が共通して重
要性を増していることを反映していると考えられる。日本においても、このような社会変化
を前提とし、主体性や共創する力を育む教育の重要性（文部科学省 2017）や、リカレント
教育の重要性が認識されている（例えば、内閣府 2018）。この点においては、海外での先進
事例を学び、「模倣」を通した SI の導入を積極的に考えることも必要だろう。

また、課題がターゲットとする社会レベルについては、程度の差はあるものの、身近な社
会的要求に対応する取り組みが多く、システム変革への取り組みが限られている点も共通す
る傾向が認められた。これは、一つには SI が政策プログラムとして採用されている国が限ら
れていることが影響していると考えられる。また、SI の動態的変化についての調査項目であ
る「取り組みのきっかけ」、「取り組みの推進役」、「移転の地理的範囲」などとも考えあわせ
る時に、ボトムアップから始まった取り組みがスケールすることの難しさを指摘していると
考えられる。SI-DRIVE でも、ミクロから生じた SI の場合、「模倣」や「社会的伝播」が必要
となることが事業拡大や普及を困難にしていること（Dhondt and Oeij 2014:140）に言及し
ている。実際に、「模倣による普及」に関する調査結果では、模倣が SI 普及において重要な
役割を果たしていることが明らかになった。これらを踏まえると、（EUで行われているような）
SI に関する有効な政策提言の基礎となる研究に加え、SI の知識や仕組みの本質を抽出する理
論的研究や事例紹介、情報共有活動も、SI の浸透には欠かせないと考えられる。

加えて、SI の実践は、個人や個人のネットワーク・グループに負うところが大きいことも
共通する傾向であった。活動の資金源についても、公的セクターの寄与が一定程度はあるも
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のの、民間セクターに負うところが多い点も共通であった。この点については、事業の性質
や各国の財政方針や財政状況により、一律の方向性を提示することは難しい。しかし、事業
リスクや望ましい参画者との関係を考慮した上で、財務戦略を立て実行するための知識や仕
組みを模索していくことは重要な研究課題であると考えられる。

一方、多くの相違点は程度の差として捉えられたが、中でも「取り組みのきっかけ」や「推
進役」の調査で、「インスピレーションが湧くような新しいアイデアや発明」がきっかけと
なる場合や、「イノベーティブな環境」が推進役となるケースが少なかった点が注目される。
この違いは、SI に限らず、日本における発想教育や創造性を重視した学習・就業環境の一段
の充実の必要性を示唆していると考えられる。この点は、SI のみならず、技術的なイノベー
ションにおいても同様の課題がある可能性が高い。

6．結語
本研究では、SI-DRIVE Global Mapping と同様の切り口で日本の SI 事例について調査を実

施し、それらの結果を定量的に比較した。部分的であるとはいえ、このような比較調査を実
施できたことは、今後の SI 研究の基礎を固めるための一助となったと考えられる。しかし、
欧州や米国のソーシャルイノベーション研究も発展途上とはいえ、そこには日本との大きな
蓄積の差がある。今回取り上げた SI -DRIVE についても、理論的研究の整理など日本の研究
者にとっても有用だと考えられるが、本研究では紹介することができなかった。日本のソー
シャルイノベーション研究の理論的アプローチとの比較分析については今後の課題とした
い。

また、今回は「ソーシャルイノベーション」に近い（または一部重なる）領域と考えられ
る「社会デザイン」や「ソーシャルビジネス」などとの定義の整理やそれを踏まえた事例比
較はできなかった。近隣領域も含めた概念や研究結果の整理についても今後の課題としたい。

さらに、SI-DRIVE では、ソーシャル・イノベーションを技術イノベーションも含むイノベー
ション全般に位置付けることを目標としていた。技術イノベーションにおいては、日本でも、
欧州の一般市民も巻き込んだ産官学民による「オープン・イノベーション 2.0」が注目され
始めている。市民を巻き込むことの意味は、ユーザー・フィードバックを得てより良い製品
を作るだけには留まらない。新たな技術を社会に知ってもらうことで技術の適用が広がるこ
と、またその技術を社会で受け入れるにあたっての規範等について合意形成をすることも重
要な目的である。このような技術イノベーション側からの流れとソーシャル・イノベーショ
ンの接点が生まれることがより良い社会の実現には欠かせない。この観点からの研究も進め
ていきたいと考えている。
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